上位文書　障害福祉サービス利用契約書

【別紙】
たかね荘デイサービスセンターサービス説明書
（共生型生活介護）
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１．サービスの内容

（１）「共生型生活介護サービス」は、事業者の管理運営する施設に通い、当該施設において入
浴及び食事の提供（これらに伴う介護を含む）、生活等に関する相談、助言、健康状態の確
認、その他利用者に必要な日常生活上の世話、並びに機能訓練を行うサービスです。
具体的なサービス内容は、次のとおりです。
	種　　類
	内　　　容

	日常生活上の世話
	入浴の提供及び介助
	入浴の提供及び介助が必要な利用者に対して、入浴（全身浴・部分浴）の介助や清拭（身体を拭く）、洗髪等を行います。

	
	食事の提供及び介助
	栄養士の立てる献立による食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。
また、嚥下困難者のための刻み食、流動食等の提供を行います。

	
	排泄の介助
	介助が必要な利用者に対して、排泄の介助、おむつ交換を行うと共に、排泄の自立について適切な援助を行います。

	
	更衣介助
	介助が必要な利用者に対して、上着、下着の更衣の介助を行います。

	
	移動・移乗介助
	介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへの移乗の介助を行います。

	機能訓練
	日常生活動作・レクリエーションに通じた訓練
	利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを通じた訓練を行います。

	その他
	送　迎
	利用者の居宅と事業所までの間の送迎を行います。

	
	相談・助言
	日常生活上の介護等に関する相談及び助言を行います。

	
	健康チェック
	体温、血圧測定等を行い健康状態の把握を行います。

	
	創作活動
	趣味・趣向に応じた創作活動等の場を提供します。

	
	その他
	その他のサービスについては、必要に応じてサービスの提供を行います。


※上記サービスの提供にあたっては、生活介護計画書に沿ったサービスの提供をいたします。
２．サービス提供担当者等

（１）サービス提供の担当者は、次のとおりです。

　　サービスについてご相談やご不満がある場合には、どんなことでもご連絡ください。

　　氏名　遠藤　昌代　　　　　　　　　☎（082）885－3636
３．利用者負担金
（１）利用者の方からいただく利用者負担金は別表のとおりです。
（２）この金額は、障害者総合支援法に定められた利用料の範囲内で当事業者が設定した金額で
す。
（３）自立支援給付外のサービスとなる場合には、全額自己負担となる場合があります。（自立

支援給付外のサービスとなる場合には、居宅介護計画を作成する際に説明のうえ、利用者の
同意を得ることとします。）
（４）利用者負担金等は、1ヶ月ごとにまとめて請求しますので（請求書は、サービスを利用し

　　た月の翌月の10日以降にお渡しします。）次のいずれかの方法によりお支払いください。

	支払方法
	支払要件等

	口座引落
	　サービスを利用した月の翌月の25日（祝休日の場合は直後の平日）に、指定された口座より利用料を引き落とします。※口座引落は、別途手続きが必要となります。

	現金払い
	　サービスを利用した月の翌月の25日（休業日の場合は直後の営業日）までに、現金でお支払いください。


４．キャンセル

（１）利用者がサービスの利用を中止する際には、速やかに前記のサービス担当者までご連絡

　　ください。

（２）利用者の都合でサービスを中止にする場合には、できるだけサービス利用の前々日までに

　　ご連絡ください。キャンセル料は不要とします。
５．運営規程の概要

（１）事業の目的

　　　生活介護において障害福祉サービスの適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管
理に関する事項を定め、事業の円滑な運営管理を図るとともに、利用者の意思及び人格を尊重
し、利用者の立場に立った適切な共生型生活介護の提供を図ることを目的とします。

（２）運営の方針

　　ア　事業所は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤独感の解消、心身の機能の維持、並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ります。

　　イ　事業の実施にあたっては、居宅介護支援事業者、関係市町、地域の保健・医療・福祉サ

　　　　ービスとの密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。

　　ウ　事業所は、利用者の人権を擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、
従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとします。　
（３）従業者の職種、員数及び職務の内容

	職　　　　種
	員数
	職務の内容

	管理者
	1
	管理者は、業務を統括し所属職員を指揮監督して事業の管理運営にあたる

	看護職員
	1以上
	看護職員は、利用者の保健衛生並びに健康管理業務にあたる

	生活支援員
	8以上
	生活支援員は、生活介護サービス計画に基づき、生活介護サービスの提供にあたる。

	機能訓練指導員
	1以上
	機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練にあたる（サービス提供時間において、機能訓練指導員専従）

	管理栄養士
	1以上
	管理栄養士は、利用者への適切な食事の提供及び栄養管理並びに調理員の指導にあたる


（４）利用定員

　　ア　１日45名（介護保険サービス、介護予防サービス、総合事業の定員を含む）

（５）営業日及び営業時間

　　ア　営業日　月曜日から金曜日　但し、国民の祝日、8月13日～8月15日まで及び年末年始（12月29日～1月3日）を除きます。ただし、変更する場合もあります。

　　イ　営業時間　午前8時30分から午後5時15分までとします。

　　ウ　サービス提供時間　午前9時15分から午後4時30分

（６）通常の実施地域

　　　広島市安芸区、坂町、海田町の区域とします。

６．緊急時及び事故発生時等における対応方法

　従業者は、生活介護を実施中に、利用者の病状の急変、その他の緊急事態が生じた時は、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、家族及び関係者に報告を行います。

７．非常災害対策

　　事業所は、災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組み

　を行います。

　（１）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整

　　　備し、それらを定期的に従業者へ周知します。
　（２）定期的に避難、救出その他の必要な訓練を年２回以上実施します。
８．損害賠償

　事業者の自らの責めに帰すべき事由によって、利用者が損害を被った場合には、事業者は利用

者に対して損害を賠償します。

　利用者の責めに帰すべき事由によって、事業者が損害を被った場合には、利用者、代理人及び

身元保証人は、連帯して事業者に対して損害を賠償します。

９．衛生管理等
事業所は、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう次の措置を講じます。
　ア　事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開
催し、その結果について従業者に周知します。
　イ　感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。
　ウ　従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を年１回以上実施します。
１０．人権擁護、虐待の防止等
　　利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者の設置、相談窓口の設置等苦情解決体制の整備、成年後見制度の利用支援、従業者に対する研修その他の必要な措置を講じます。
ア　障害者虐待防止のため、研修会を年１回以上実施します。
イ　虐待防止・身体拘束廃止委員会を設置し、月１回開催し、その結果について、従業者に周知
します。
１１．業務継続計画（BCP）の策定に関する事項
事業所は、感染症や非常災害の発生において、サービスの提供を継続的に実施するための、及び
　非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、必要な措置を講じます。また、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行います。
　 業務継続計画にいついて必要な研修及び訓練を年１回以上実施します。

１２．身体拘束適正化について
事業所は、利用者本人又は他の利用者の生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、
身体拘束等その他利用者の行動を制限する行為を行いません。

　　身体拘束等を行う場合には、その必要性の有無を確認し、必要最小限度の拘束方法と時間を検討
したうえで「緊急やむを得ない身体拘束等に関する説明書」を作成し、利用者の心身の状況等を「ケ
ース記録」に記録します。
ア　身体拘束適正化について検討する委員会を定期的に開催し、その結果について、従業者に周知
します。
イ　身体拘束適正化のための指針を整備します。
ウ　従業者に対し身体拘束適正のための研修を年１回以上実施します。
１３.　ハラスメント防止について
事業所は、適切な事業の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動及び優
越的な関係を背景とした言動であって業務上かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業
環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。
１４．苦情の受付について

　利用者及び家族からの苦情に円滑・適切に対応し、信頼あるサービスを提供するために苦情受付の窓口を設置するなど必要な措置を講じます。

（１）当施設における苦情の受付は以下の窓口又は施設内の投書箱（意見箱）で受け付けます。


（２）苦情解決の手順
　　　[苦情受付]・・・苦情は、苦情受付担当者・施設内の投書箱により随時受け付けます。市町等関係機関からの照会にも応じます。

　　　[苦情の報告・確認]・・・受け付けた苦情は、事実確認を行い、苦情解決責任者並びに第三者委員に報告するなど必要な対応を行います。

　　　[解決に向けての話し合い]・・・話し合いによる解決に努め、必要に応じて第三者委員の助言、立会いを求めることが出来ます。

　　　[苦情解決の記録・報告]・・・苦情解決の経過、苦情解決の結果及び改善事項等を記録し、利用者及び家族に説明します。
　　　[解決結果の公表]・・・個人情報に関するものを除き、必要に応じて、「事業報告書」や「広報誌」

に実績を掲載し、公表するなどの対応を行います。
（３）サービス提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。

１５．サービスの利用にあたっての留意事項
　　サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。

（１）サービス利用中に気分が悪くなったときは、すぐに職員にお申し出ください。

（２）複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないよう

　　お願いします。

（３）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに当
事業所の担当者へご連絡ください。

（４）事業者やその従業者に対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。

恩賜


財団





[担当者]　事務室長　坂本　洋司　[電話番号]　（０８２）８８５－３６３６


　　　　（受付時間　月～金曜日　8：30～17：15）





安芸区役所　児童障害福祉係　　　　　[電話番号]（０８２）８２１－２８１３


海田町役場　福祉保険部福祉課　　　　[電話番号]（０８２）８２３－９２０７


坂町役場　　民生課福祉係　　　　　　[電話番号]（０８２）８２０－１５０５


広島県福祉サービス運営適正化委員会　[電話番号]（０８２）２５４－３４１９
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